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参加（提案）申込書の提出 

参加資格確認 参加者の資格の適格評価 

提案内容の提出 

第一次審査 基本的事項の確認・審査、提案内容の書類審査 

第二次審査 プレゼン審査、ヒアリング 

事業者優先順位の決定 

令和６年度舟形町町制施行70周年記念役場庁舎改修事業 事業者評価基準 
 

第１ 総則 

本事業者評価基準（以下「評価基準」という。）は、舟形町（以下「町」という。）が実施

する令和６年度舟形町町制施行70周年記念役場庁舎改修事業において、契約の相手方となる

民間事業者（以下「事業者」という。）を評価・選定するための方法・基準等を示すものであ

る。 

 
第２ 評価方法・体制 

１ 評価方法 

事業者より提出された提案書等については、本評価基準に基づき品質、設計・建設工期、

建設費、安全施工、静音、防塵施工等を総合的に評価し、総合評価点の高い順に事業者を決

定（以下「選定事業者」という。）するものとする。 

 
２ 評価体制 

提案内容の評価にあたっては、本評価基準に関する評価、事業者から提出された提案書等

の評価及び事業者の選定を行う選定委員会を設ける。 

 
３ 評価手順 

本評価は、参加資格評価、第一次審査、第二次審査に分けて実施する。 

参加資格評価・基本的事項の確認は町の事務局が行うものとし、それ以外は選定委員会に

おいて評価する。 
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第３ 評価の項目・基準・配点 

１ 参加資格評価 

「令和６年度舟形町町制施行70周年記念役場庁舎改修事業デザインビルド付帯型設計競技募集

要項」（以下「要項」という。）の「４．応募資格」に定める応募者の要件を確認する。 

 

２ 第一次審査 

（第一段階）基本的事項の確認 

次の項目を審査し、一つでも要件を満たさない事業者は失格とする。 

① 要項に定める施設の要求性能等を満たしていること。 

② 建設費等が要項に示す提案見積上限額以内であること。 

 

（第二段階）提案内容の書類審査 

以下に示す評価項目・評価基準を基に評価点の合計により評価する。 

 

〇評価項目と配点  

※要項に示す「６．設計及び施工の条件」、「７．設計及び施工の留意点」を満たすこと 

１．企業の実績 

評価項目 評価の着眼点 評価基準 配点 

企業の実績 

（配点 10 点） 
① 施工事業者業務実績 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務 

実績が２件以上ある場合 
5 点 

 

※複数の場合は、主たる

施工事業者の業務実績

を評価対象とする。 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務 

実績が１件ある場合 
3 点 

・令和３年度以降に2,000万円未満の同種業務 

実績がある場合 
1 点 

 
②設計・工事監理事業者 

業務実績 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務 

実績が２件以上ある場合 
5 点 

 
※複数の場合は、主たる

設計・工事監理事業者の

業務実績を評価対象と

する。 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務 

実績が１件ある場合 
3 点 

・令和３年度以降に2,000万円未満の同種業務 

実績がある場合 
1 点 

 【評価基準】 

・同種業務とは、公共施設の改修工事の施工、設計及び工事監理をいう。 

 得点 /10 点 
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２．配置技術者の実績 

評価項目 評価の着眼点 評価基準 配点 

設計監理者の

技術力 

（配点 12 点） 
 

①技術者資格 ・一級建築士資格を有する場合 5 点 

②実務実績 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務実績が 

２件以上ある場合 
5 点 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務実績が 

１件ある場合 
3 点 

・令和３年度以降に2,000万円未満の同種業務実績が 

ある場合 
1 点 

③経験年数 
・経験年数が20年以上である場合 2 点 

・経験年数が10年以上20年未満である場合 1 点 

現場代理人の

技術力 

（配点 12 点） 
 

①技術者資格 

・一級建築士資格を有する場合 5 点 

・一級建築施工管理技士資格又は二級建築士資格 

を有する場合 
3 点 

②実務実績 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務実績が 

２件以上ある場合 
5 点 

・令和３年度以降に2,000万円以上の同種業務実績が 

１件ある場合 
3 点 

・令和３年度以降に2,000万円未満の同種業務実績が 

ある場合 
1 点 

③経験年数 

・経験年数が15年以上である場合 2 点 

・経験年数が10年以上15年未満である場合 1 点 

【評価基準】 

・同種業務とは、公共施設の改修工事の施工、設計及び工事監理をいう。 

得点 /24 点 
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３．要項に基づく技術提案 

評価項目 評価基準 配点 

自然豊かで歴史深い

町の環境と調和した

デザインや利便性向

上による居心地の良

い空間を創出する施

設整備に関すること 

（配点 50 点） 
 

①山形県産材を活用した木質化等により、自然豊かで歴史 

深い町の環境と調和したデザインとなっているか 
10 点 

②施設等の性能の確保（省エネ性、耐久性及び安全性に優れ、 

維持管理が容易であり低コスト化が図られているか） 
10 点 

③風除室の国宝縄文土偶レプリカ等を展示するスペースに 

ついて、来庁者の目に留まり、町の宝である「縄文の女 

神」のＰＲに資するものとなっているか 

10 点 

④施設整備によるデザインや利便性の向上により、来庁者 

にとって居心地の良い空間となっているか。 

※庁舎入口案内看板や課名サイン、掲示用ボードの使い 

やすさ・見やすさ、来庁者用いすの使いやすさ、 

庁舎入口やロビーの冬期間の寒さ対策 等 

10 点 

⑤施設の高付加価値化について提案されているか 10 点 

施設の設計工期及び 

建設工期に関すること 

（配点 20 点） 

①工事契約締結の時点から町への引き渡し期間内において、 

妥当な工期が提案されているか 
10 点 

②工期短縮の独自提案について、具体的かつ優れた提案が 

されているか 
10 点 

建設費に関すること 

（配点 10 点） 
廉価で要求水準を備えた建設費となっているか 10 点 

安全、静音、防塵施工

についての独自提案 

（配点 20 点） 

①来庁者や業務への影響を最小限に抑えるための具体的か 

つ優れた提案がされているか 
10 点 

②安全、静音、防塵施工について具体的かつ優れた提案がさ 

れているか 
10 点 

 得点 /100 点 
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３ 第二次審査 

第一次審査によって選ばれた上位３者によるプレゼンテーション後ヒアリング審査を行う。なお、

評価については以下の評価項目・評価基準を基に審査する。 

 
○プレゼンテーション・ヒアリング審査方法 

・プレゼンテーションは事業者が期日までに町へ提出した参加申請書類及び・提案内容の 

提出書類のみ資料として用い、15分以内で説明すること。 

・パワーポイントを使ったプレゼンテーションも可とする。プロジェクター、スクリーン、電源ケ

ーブルは町で用意するが、その他必要な物は事業者が持ちこむこととする。 

・プレゼンテーション・ヒアリング審査の出席者は最大４名までとし、配置技術者を必ず１名以上

出席させること。 

・説明後は委員からヒアリング審査を15分程度行う。 

１．プレゼンテーション・ヒアリング審査評価項目と配点   

評価項目 評価基準 配点  

説明の明確さ 

（配点 20 点） 説明内容が技術

提案書の内容を

よく補完してい

たか 

あまり補完されていない 1 点 

概ね補完されているが十分ではない 4 点 

よく補完されている 7 点 

十分に補完されており、分かりやすい 10 点 

説明は分かりや

すい表現となっ

ていたか 

分かりづらい表現であった 1 点 

概ね分かりやすかったが十分ではない 4 点 

分かりやすい表現であった 7 点 

大変分かりやすく、よく理解できた 10 点 

取組姿勢 

（配点 10 点） 

取組意欲が強く

感じられたか 

あまり感じられなかった 1 点 

概ね感じられたが十分ではない 4 点 

強く感じられた 7 点 

強く感じられ、とても期待できる 10 点 

対応力 

（配点 10 点） 

ヒアリングに対

する応答が明快

かつ迅速である

か 

不明快でありあまり迅速ではなかった 1 点 

概ね明快かつ迅速であったが十分ではない 4 点 

明快かつ迅速であった 7 点 

とても明快かつ迅速であり、よく理解できた 10 点 

 得点 /40 点 
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第４ 選定事業者の決定 

（１）決定方針 

第一次審査・第二次審査の評価点の合計を総合評価点（最大で 174 点）とし、総合評価点

の最も高い者を選定事業者とする。 

ただし、最高点が同点数で２者以上あるときは、選定委員会による合議により選定事業者を

決定する。 

（２）選定結果の公表 

選定結果は、令和６年５月中旬頃にホームページ上で選定事業者と次点の事業者を公表する。

（電話等による問合せは不可とする。） 


